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1．改正要旨

国民に対する食料の安定供給を確保するため、国及び都道府県

において、確保すべき農用地の面積の目標の達成に向けた措置の

強化等を講ずる必要があるため、改正されたもの。
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３．現状と課題

今回の法改正により、国の権限が強化されたことになり、農用

地区域からの除外が厳しくなったと見受けられる。

一方、「滋賀県産業立地戦略」では滋賀県における企業立地の

推移、産業用地が不足している中で産業用地の問い合わせが増加

しているが、用地を提供できない状況が課題であるとされている。

その課題に対し、今後の取組の方向性では、県経済の持続的な

発展のため新たな産業用地の確保等に努めると記載されている。
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企業立地を推進するための産業用地の確保に関し、市街化区域

編入・農産法・地域未来投資促進法を活用した農用地区域からの

除外は、今回の法改正とは直接的に関連はないと聞き及んでいる。

しかしながら、全国市長会（令和６年２月６日）の回答の中で、

地域未来投資促進法等であっても面積目標に支障が生じるおそれ

がある場合は、面積確保の措置を求めると回答されていることか

ら、今後、企業立地の推進に影響がでてくるものと懸念する。
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４．今後の企業立地について

このことについて、滋賀県をはじめ、各市町において、今後の

企業立地をどのように考えておられるのか議論を行いたい。
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